
報告頻度の見直しや報告の廃止を行った主な調査等について 

項目 調査等 調査等の概要 見直し前 見直し後 

１ 偽造キャッシュカード

等による犯罪発生・補償

状況報告 

約 10 年前、偽造キャッシュカード等を用いた犯罪

が多発していたこと、また、平成 18 年２月に施行

された預貯金者保護法を踏まえ、①偽造キャッシ

ュカード犯罪、②盗難キャッシュカード犯罪、③

盗難通帳犯罪、④インターネットバンキング犯罪

に係る犯罪発生状況及び補償状況について、金融

機関に報告を求めている。 

月次の報告を求め

ていた。 

①～③に関し、平成 28

年４月以降の状況につ

いて、四半期毎の報告に

見直しを行った。 

２ 中小企業向け為替デリ

バティブ取引のフォロ

ーアップ状況 

リーマンショック以降、中小企業等の事業主から

デリバティブ取引に関するトラブルの苦情相談が

当庁に殺到し、販売側の銀行の商品説明の不備や

販売後のフォローアップの不足が原因であったた

め、銀行の説明態勢及び販売態勢について、平成

22 年４月に監督指針を改正。苦情相談は落ち着い

たものの、大手行に対し、取引事業者のフォロー

アップ状況について、金融機関に報告を求めてい

る。 

四半期毎の報告を

求めていた。 

平成 28 年４月以降の状

況について、半期毎の報

告に見直しを行った。 

３ 直接貸付・駐在員事務所

の設置実績調査 

信金・信組による会員等の外国子会社への直接融

資については、平成 25 年３月に政令改正が施行さ

れ、解禁されたところ、その取扱実績を把握する

ため、金融機関に報告を求めている。 

四半期毎の報告を

求めていた。 

平成 28 年４月以降の状

況について、年次の報告

に見直しを行った。 

４ 少額短期保険業者に係

る中間決算状況表・中間

オフサイトモニタリン

グ報告 

少額短期保険業者に中間決算状況表・中間オフサ

イトモニタリング報告の報告を求めている。 

半期毎の報告を求

めていた。 

平成 27 年４月以降の中

間期の状況について、報

告を求めないこととし

た。 
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５ 東日本大震災以降に約

定返済停止等を行って

いる債務者数及び債権

額に係る調査 

東日本大震災の被災３県（岩手、宮城、福島）に

本支店を有する金融機関より、①約定返済一時停

止、②条件変更を行った債務者数・債権額につい

て、報告を求めている。 

月次の報告を求め

ていた。 

平成 27年 10月以降の状

況について、半期毎の報

告に見直しを行った。 

６ 「金融再生法開示債権

の状況等」に係るアンケ

ート調査 

金融再生法開示債権について、金融再生法に基づ

く同債権額の報告に加え、アンケート調査により、

同債権の増減要因や担保不動産の評価と売却実績

等の報告を金融機関に求めている。 

半期毎の報告を求

めていた。 

アンケート調査に関し、

平成 28 年４月以降の状

況について、年次の報告

に見直しを行った。 

７ 貸金業者に係るオフサ

イトモニタリング（経営

実態ヒアリング）及び決

算ヒアリング 

貸金業法の改正等により、貸金業者を取り巻く環

境が厳しくなったことから、経営状況の把握を目

的に開始。大手貸金業者を中心に、貸付け、資金

調達、純資産等の状況について、①オフサイトモ

ニタリング（経営実態ヒアリング）、②決算ヒアリ

ングを実施している。 

①について、四半期

毎に報告を求めヒ

アリングを実施し

ていた。 

②について、四半期

毎に実施していた。

①に関し、平成 28 年４

月以降の状況について、

半期毎の報告及びヒア

リングに見直しを行っ

た。 

②に関し、平成 27 年 10

月以降の状況について、

消費者金融業者以外は

実施しないこととした。


